
株式会社ディー‧フォレスト DX戦略

第1章 経営ビジョン及びビジネスモデルの⽅向性

1-1 当社を取り巻く外部環境の変化
当社は主に⼆つのモデルでシステム開発事業を営んでいる。⼀つは、エンドクライアントから直接案件を受注する元請け受注モデルで

ある。本モデルでは、社内の開発体制で⼀貫して開発を⾏うだけでなく、必要に応じて、実装やテストといった下流⼯程において外部の
開発パートナーの協⼒を仰いでいる。もう⼀つは、他のシステム開発会社の依頼を受け開発協⼒を担う下請け受注モデルである。双⽅の
ビジネスモデルによって持続的な受注を獲得している。
この事業環境において、⽣成AIによるコード⽣成が実⽤段階に⼊り、これまで⼈⼿を要してきた実装‧テストの⼯程が⾃動化可能とな

ってきている。開発に必要な⼈⼿の量そのものが変わりつつあり、下流⼯程を他社に分担しなくとも、要件定義‧設計を担う事業者だけ
で開発が完結する領域が広がっている。
機会
元請け案件において、これまで外部の開発パートナーに委託していた実装‧テストを、⽣成AIを⽤いて社内で処理できるようになるこ
と。外注費と、発注‧進⾏管理‧検収に伴う社内の管理⼯数が減り、パートナーの稼働状況に左右されずに納期を組めるため、これま
で体制の都合で⾒送っていた規模‧時期の案件も受注できるようになる
実装に要する⼈件費が下がることで、同じ受注規模でもより⾼い利益率を確保できるようになること
外部委託に頼らずに⾃社プロダクトを開発‧展開することが、現実的な選択肢となること

脅威
下請け案件において、元請けとなる事業者が⽣成AIによって単独で開発を完結できるようになるため、開発協⼒そのものの需要が細
り、提供した⼯数の量に応じた収益構造が成り⽴たなくなること
⽣成AIを前提とした開発の速度と費⽤の⽔準に対応できない場合、元請け案件においても⾒積‧納期の⾯で競争⼒を失い失注すること

1-2 経営ビジョン
当社は経営理念として「ともに学び、ともに創り、ともに成⻑する」を掲げている。クライアント企業の成⻑を⽀えながら⾃社の成⻑

を叶えることを⽬指し、クライアントと⾃社がWin-Winとなれるビジネスモデルとコスト構造の構築に取り組んできた。
⽣成AIの登場は、クライアント‧⾃社の双⽅において利益効率を⼤きく改善する機会である。当社は理念に基づき、この機会を双⽅に

とって最⼤化するため、⽣成AIを活⽤した運⽤モデルの変⾰に取り組む。

1-3 ビジネスモデルの⽅向性
当社は、スマートフォン‧タブレット向けアプリケーション、Webアプリケーション、ホームページ制作およびITコンサルティング

を、顧客ごとの個別受託開発として提供している。
ソフトウェアそのものへの需要が縮⼩するわけではない。変わるのは、その需要を誰がどのように受けるかである。実装の多くを⾃動

化できるようになれば、⼯程の⼀部を担って⼯数を提供する形の役割は⼩さくなり、顧客の課題を定義し、何をつくるかを決められる事
業者に発注が集まる。
そこで当社は、顧客との対話で引き出した要件をもとに仕様を定める⼯程へ⼈を厚く配置し、実装は⽣成AIを⽤いて⾏う進め⽅へ移⾏

する。実装を担ってきた技術者の役割は、顧客の課題を定義し、何をどのようにつくるかを決める⼯程へ移していく。あわせて、受託の
みに依存しない収益の柱として、⾃社プロダクトの開発‧展開に取り組む。

第2章 DX戦略

2-1 DX戦略の全体像
当社は、1-1に⽰した機会を取りに⾏き、脅威に備えるため、次の三つを⼀続きの取り組みとして進める。



第⼀に、開発プロセスの転換である。これまで⾃社の⼈⼿と外部委託で担ってきた実装‧テストの⼯程を、⽣成AIを活⽤する前提の進
め⽅へ改める。あわせて、⽣成AIを安全に⽤いるための社内のルールと標準を整える。元請け案件で外部委託に依存せず開発を完結さ
せ、⽣成AIを前提とした速度と費⽤の⽔準に追いつくための取り組みである。
第⼆に、⼈材の役割の転換である。下流⼯程は⽣成AIに置き換わっていくため、実装を中⼼に担ってきた⼈材を上流⼯程へ引き上げ

る。そのためのリスキリングを計画的に⾏い、顧客の要件を定義し仕様を決められる⼈材を社内に確保する。⼯数の提供を対価とする収
益が細るという脅威に対する備えでもある。
第三に、収益構造の転換である。前の⼆つが進むことで、受託案件を回しながら⾃社プロダクトの開発に⼈を割けるようになる。当社

は、⾃らのプロダクトを主導する⽴場に⽴ち、そこで確⽴した仕様づくりと⽣成AI活⽤の進め⽅を、受託開発にも適⽤していく。受注し
た⼯数の量に依存した収益から、当社が価値を定義して提供する収益へ、構造そのものを移していく。

2-2 重点施策
# 施策 対象業務 内容 実施時期

1 ⽣成AIを前提とした開発
プロセスへの転換

ソフトウェア開発業
務

⽣成AIを活⽤した開発プロセスへ移⾏するため、まず開発に関する社内
ルールと標準（仕様書の様式、レビューの⼿順、⽣成物の検証基準、
⽣成AIの利⽤範囲）を改定する。そのうえで、顧客へのヒアリングで引
き出した業務の情報と要件を整理‧構造化して仕様書に落とし込み、
社内レビューで精度を⾼めた仕様書を、実装を担う⽣成AIへ⼊⼒して実
装‧テストの⽣成物を得る。技術者は、仕様の確定と⽣成物の検証‧
設計判断に専念する。検証の結果と修正の内容は記録として残し、以
後の仕様づくりと⽣成物の確認に⽤いる。

2026年10⽉〜
2027年9⽉

2 要件定義から担う体制へ
の移⾏

要件定義‧設計‧提
案業務

上流⼯程を社内で担うため、まず役割分担と引き継ぎの⼿順を定め、
要件定義の場に実装を担ってきた技術者が同席する体制に改める。あ
わせて、要件定義‧設計の進め⽅と過去の案件で得た知⾒を共有する
社内でのOFF-JT（勉強会）を定期的に⾏い、技術者が上流⼯程を学び
ながら実際の案件で経験を積む形で移⾏を進める。そのうえで、ヒア
リングから仕様書の作成までを社内で完結させ、作成した仕様書と⾒
積の根拠を社内で共有して、以後の提案と⾒積の判断に⽤いる。育成
の進め⽅は2-4に定める。

2026年10⽉〜
2027年9⽉

3 ⾃社プロダクトの開発‧
展開

⾃社事業 施策1で確⽴した進め⽅を⾃社プロダクトの開発に適⽤し、当社が仕様
を定め、⽣成AIを⽤いて実装する体制で開発‧展開する。受託以外の収
益源として育てる。

2027年10⽉〜

2-3 推進体制
DX戦略の推進にあたり、開発を担当する技術者が参加するDX推進チームを設け、同チームが、⽣成AIの利⽤ルールと社内標準（仕様書

の様式、レビューの⼿順、⽣成物の検証基準）の策定‧⾒直し、重点施策の進捗管理、および第3章の指標の測定と経営への報告を担う
体制を置く。代表取締役	寺⽥	康彦が、DX推進の責任者として同チームを統括する。

2-4 ⼈材の育成‧確保
DXを担う⼈材について、当社は⽣成AIを⽤いた開発の社内標準を定めたうえで、実装を中⼼に担ってきた⼈材を上流⼯程へ引き上げる

リスキリングを⾏う。案件を通じて得た使い⽅と知⾒をチーム内で共有する社内でのOFF-JT（勉強会）と、実際の案件を通じたOJTによ
り、顧客との要件定義に同席し、仕様書を作成できる⼈材を育てる。

2-5 ITシステム環境の整備
2-2の施策を実現する基盤として、⽣成AIを開発⼯程で利⽤するための実⾏環境と、それを安全に運⽤するための情報セキュリティ環境

を整備する。
利⽤する⽣成AIサービスについては、⼊⼒した情報の取扱いに関する規約を事前に確認し、規約の範囲内で利⽤する。あわせて、⼊⼒

した内容が事業者側の学習に利⽤されない設定または契約条件で利⽤することを社内標準として定め、開発に従事する全員に周知する。
また、2027年5⽉を⽬途に、統合脅威管理機器（UTM）およびセキュリティ検査⽤のソフトウェアを導⼊し、ネットワークの監視と脆

弱性の検査を継続的に⾏える状態とする。あわせて、アクセス権限の管理、通信および保管データの暗号化、利⽤状況の記録を含む情報
セキュリティ体制を整備し、顧客情報が外部へ流出することのない環境を構築する。



⽣成物の品質を確認するためのレビュー‧テスト環境については、現在運⽤しているソースコード管理および課題管理の仕組みを⼟台
とし、仕様書と⽣成物の検証結果、修正の記録を残せる形へ拡張する。

2-6 投資の⽅針
当社はこれまでスマートフォン‧タブレット向けアプリケーションおよびWebシステムの開発環境の整備を⾏ってきた。今後は⽣成AI

の実⾏環境と利⽤ルールの整備、仕様書の作成とレビューを⽀える環境の構築、および⾃社プロダクトの開発のため、年間1,000万円の
投資を⾏う。

第3章 戦略の達成状況に係る指標
当社は、DX戦略の達成状況を次の指標により測定する。いずれの指標も、三つの施策が揃って進むことで達成されるものである。

区分 指標 対応する施策 現状値
（2026年度）

⽬標値
（2029年度）

企業価値創造に係る指標 受託以外の収益（⾃社プロダクト）の売上
⽐率

1,2,3 0％ 20％

企業価値創造に係る指標 営業利益率 1,2,3 5％ 30％

DX戦略実施による効果指標 1案件あたりの実装‧テスト⼯程の平均⼯
数

1,2,3 1案件あたり
600時間

1案件あたり
60時間

計画進捗指標 要件定義‧設計を担える技術者の⼈数 1,2,3 2名 5名

第4章 経営者による情報発信
代表取締役 寺⽥	康彦
ソフトウェアの世界は⽇々進化していますが、⽣成AIの登場はこれまでの変化とは意味が違うと感じています。私たちが⻑く磨いてき

た「作る⼒」そのものが、道具に置き換わっていく。正直に申し上げれば、危機感があります。それでも私は、これを終わりだとは思っ
ていません。当社の理念は「ともに学び、ともに創り、ともに成⻑する」です。新しい道具が出てきたのなら、まず⾃分たちが誰よりも
使いこなせばよい。実装をAIに任せられるようになった分、私たちはお客様の課題そのものに向き合う時間を増やすことができます。こ
れまで実装を担ってきた社員には、⽣成AIを道具として、お客様と⼀緒に「何を作るべきか」を決められる技術者になってほしいと考え
ています。そして、請け負うだけでなく、⾃分たちの⼿で世に出す製品を持ちたい。そのための取り組みを、今⽇から始めます。

公表情報

事業者名 株式会社ディー‧フォレスト

代表取締役 寺⽥	康彦

実務執⾏総括責任者 代表取締役 寺⽥	康彦

公表⽇ 2026年9⽉ ⽇

最終更新⽇ 2026年9⽉ ⽇
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